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は じ め に

すべての人間は、生れなが らにして自由であ り、かつ、尊厳 と権利 とについて平等であ

る、などとした 「世界人権宣言」が 1948年 に国連で採択 されてから半世紀余 りを過ぎた現

在でも、私たちの社会には、同和問題や女性、子ども、高齢者、障害者、HIV感 染者等、

外国人などに関するさまざまな人権問題が存在 しています。

このため国においては、これまで 「人権教育のための国連 10年 」国内行動計画の策定や

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の施行、また、平成 14年 3月 にはこの法律

に基づ く 「人権教育 ・啓発に関する基本計画」を策定するなど、人権が共存する人権尊重

社会の早期実現に向けた取 り組みが行われてきています。

高知県においても、平成 10年 4月 に 「高知県人権尊重の社会づくり条例」を施行 し、ま

た同年 7月 には 「人権教育のための国連 10年 J高 知県行動計画を策定するなど、人権が尊

重 される社会の実現に向けて人権教育や人権啓発などに取 り組んできています。

さらに、平成 12年 3月 には、この条例に基づき 「人権施策の基本方針」の策定や 「高知

県の人権について」 として、はじめて県内の人権に関する実態の公表 も実施 していまえ

この 「高知県の人権についてJは 、高知県人権尊重の社会づ くり条例第 2条 第 2項 に基

づき、県民の人権意識の高揚を図るため、県内における人権に関する実態について公表を

行 うもので、平成 12年 3月 の第 1回 目の公表に続いて今回が 2回 目とな ります。

人権に関する実態の公表は、県民の皆様方にあま り知 られていない人権侵害の実態や人

権尊重への取 り組みなどを明ら力対こして、身近に存在 している差別などに気づいていただ

けるよう実施 しているものです。

本書では、同和問題や女性、子 どもなど県民に身近で関わ りが深い人権問題を中心に掲

載 してお り、平成 14年 度に県が実施 した 「県民の人権に関する意識調査」の結果などと併

せて、人権意識の高揚のための啓発資料 としてご利用 していただければ幸いです。

県では今後も、市町村や関係機関、県民の皆様方 と協力 して差別のない人権が尊重され

る社会の実現に向けた取 り組みを推進 していきたいと考えています。県民の皆様方におか

れましても、こうした取 り組みにご理解をいただき、地域や職場、家庭などにおいて人権

が尊重 される社会を集いていくために積極的な取 り組みをお願い します。

平成 16年 3月

高知県知事 橋  本  大 二 演「
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I 人 権の実態と人権尊重の取 り組み状況



1 人 権全般

すべての人間は、生れなが らにして自由であり、かつ、尊厳 と権利 とについて平等であ

る。世界人権宣言にうたわれているこの理念は、人類普遍の原理であ り、 日本国憲法にお

いても、法の下の平等及び基本的人権の保障 として定められています。

しか し、私たちの社会には、同和問題や女性、子 ども、高齢者、障害者、HIV感 染者

等、外国人などに対する人権侵害などの問題が依然 として存在 しています。

このことは、県が動戎 12年 3月 に 「高知県の人権について」として、高知県人権尊重の

社会づ くり条例に基づき、全国に先駈けて実施 した人権に関する実態の公表においても、

同和問題における差別事象や女性に対する夫やパー トナーか らの暴力、子 どもに対する虐

待など深刻な人権侵害の実態が明らかになつています。

また、平成 14年 度に県が実施 した 「人権に関する県民意識調査」においても、「障害者」

や 「同和問題」、「女性」などの分野で人権侵害の存在が高い割合で認識 されていること、

回答者のおよそ 3割 の方々が何 らかの人権侵害を経験 されているとい う意識の実態 も明ら

かになりました。 (図1、2)

県では、真に人権が尊重 される社会の実現をめざして、平成 10年 4月 に 「高知県人権尊

重の社会づ くり条例」を施行 して、県や市町村、県民の責務を明ら力Wこするとともに、同

和問題をはじめとするあらゆる人権問題への取 り組みを推進 しています。

また、平成 10年 7月 には、県民一人ひとりが人権について正 しい認識 と理解を深め、

人権が尊重 される社会をつくるために行動することをめざした 「人権教育のための国連 10

年」高知県行動計画の策定、さらに、平成 12年 3月 には、条例に基づき人権教育 ・啓発に

関する施策の基本方針 として 「高知県人権施策基本方針」をそれぞれ策定 しました。

人権尊重の社会の実現に向けては、「人権に関する県民意識調査」においても、「学校教

育や社会教育を通 じて、人権を尊重する教育活動を積極的に行 う」や 「行政が人権尊重の

視点に立ってさまざまな施策を行 う」、「行政が県民の人権意識の高揚に向けた啓発活動を

積極的に行 う」などが必要なことだとい う結果も出ています (図3)。

県では、真に人権が尊重される明るい社会づ くりに向けて、県内の人権の実態把握や県

民の方々の人権に関するご意見などもお伺いしながら、県民の人権意識の高揚を目的 とす

る教育及び啓発に関する施策を総合的に推進 しています。
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図 1 現 代の社会における人権優書の存否

● 今 の社会で、つまの人権ほ書があると思いますか (人権分野ごとに1つ選択)

多く存在する

↓

ある程度存在する 存在けとVヽ わからない   無 回客
1                    ↓       ↓               ↓

同和問題

女性

子ども

市齢者

障害者

HIV感 染者等

ハンセン病忠者等

外国人

アイヌの人々

刑孫 えて出所した人

犯罪被告者とその家族

インターネットによる

人権侵害

その他

02

平成14年度 百知R【 人権に関する泉民意携田査]

平成 14年 度 高 知県 「人権に関する県民を級濁査J            i

日査目的 :県民の人権についてのな携を把握し、今後の人権施策を推進していく!

うえでの基礎資料とする

日査対象者 :な知県在住の成人5,u10人 (選挙人名簿からの無作お抽出)

回収状況 :有効回収数2,435泉 (回収暮49 9%)

田主期間 :平成 14年 9月 30日から10月 10日

実施機阻 :高知泉企画振興部人権採
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図2 人 権侵書の経験

0 今 までに、ご自分の人権力峻 書されたと思つたことがありますか

無回答

2い

平成14年度 高 知R [人 権に関する泉民な捜濁査]

図3 人 権尊重の社会実現のため必要なこと

● 人 権が手■される社会を実現するために、今後特に、どのようなことが必要と思いますか (複政選択)

0    10    20    30    40    50    60    7096

積極的な教育活動

ポランティア活動等凝 じた人権意臓向上

6a“

行攻による様々な施策

行政による啓発活動

行政による企業等の取組支援

公務員等の人権音蔵の向上

行政による県民等の取組支援

その他

わ力もない

平成 14年度 高 知R E人 権に閣する県民な議調査]
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(1)人 権の尊重に向けた取 り組み

ア 高 知県人権尊重の社会づ くり条例の施行

同和問題をは じめとするあらゆる人権に関する問題への取 り組みを推進 し、東

に人権が尊重 され る社会づくりに寄与することを目的 として、平成 10年 4月 に

「高知県人権尊重の社会づ くり条例」を施行 しました。

(ア)高 知県人権施策基本方針の策定

同和問題 をはじめとするあらゆる人権問題の解決に向けて、すべての県民

が自主的に取 り組むよう意識の高揚を図るとともに、市町村及び県民の取 り

組みを一層促進 させるため、平成 12年 3月 に条例に基づいて策定 していま曳

(イ)高 知県の人権について (人権に関する実態の公表)

人権意識の高揚を図るため、県民の方々にあま り知 られていない人権尊重

への取 り組みや人権が侵害されている実態を明ら力Wこし、身近に存在 してい

る差別 に気づいていただくことをねらいとして、平成 12年 3月 に条例に基

づいて人権に関する実態を公表 しました。

(ウ)人 権に関する県民意識調査

人権施策を推進 していくうえでの基礎資料 とすることを目的として、人権

全般にわたる意識調査を実施 しま した。

調査は、県内在住の成人 5,000人 を対象として平成 14年 9月 30日 から

10月 10日 にかけて実施 し、平成 15年 3月 に調査結果の公表を行いま した。

「人権教育のための国連 10年」高知県行動計画

さまざまな人権の中から、県民に関わりが深く、身近な人権問題である同和問

題、女性、子ども、高齢者、障害者、HIV感 染者等、外国人の現状と課題につ

いて、人権尊重の取り組みや人権侵害の事例も踏まえて明らかにし、学校教育や

社会敦育をはじめ、あらゆる機会を通じた人権教育・啓発を推進することにより、

人権に関わりの深い職業に従事する職員はもとより、県民一人ひとりが人権につ

いて正しい認識と理解を深め、人権が尊重される社会をつくるために行動するこ

とめざして、平成 10年 7月 に策定しています。

(2)人 権啓発に関する取 り組み

ア 人 権啓発イベン ト 「じんけんフェスタこうち」の開催

私たちのまわ りにある様々な人権問題について、県民に理解 と関心を深めてい

ただくとともに、一人ひとりが人権問題の解決を課題 として取 り組めるよう、「人

権週間」 (12月 4日 ～10日 )記 念行事の一環 として 「明るく、楽 しく」を基本

にした県民啓発の場の提供を目的 として開催 しています。

平成 15年度
“
じんけんフェスタこうち 2003"の 内容

開催 日、場所 :平成 15年 12月 7日 (日)

高知市中央公園、新京橋プラザ、常屋町筋商店街アーケー ド

高知大丸本鱗東館 5階 連絡通路
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開催内容 :じ んけんヨンサー ト、ひよつこりひ ょうたん島キャラクターシヨ

ー、全国中学生人権作文コンテス ト高知県大会表彰式、物産展、

じんけん相談、一人芝居、じんけんパネル展など

人権啓発映画のテレビ放映、新聞広告等

広 く県民の方々に人権に対する正 しい認識 と理解を深めていただくために、マ

スメディアを活用 した取 り組み として、人権啓発映画のテレビ放映や新聞広告の

掲載、ラジオでのスポット広報などを実施 しています。

平成 14年 度 人 権啓発映画のテ レビ放映内容

「兼顔の心で ～ えびす食堂幸せ話～」、「元気あります」、「泣いて笑つて涙

して ポ コ ア  ポ コど、「夢の箱」、「メール」、「絵のある町」

人権啓発研修企業 リーダーの養成

企業内で、人権研修についての企画立案や 自らも講師 として活動できるリーダ

ーを表成することを目的とした講座を開設 しています。

工 高 知県人権ふれあい支援事業

それぞれの地域や分野で、NPOや ボランティアグループなどの民間団体が自

主的に行う、県民の人権意識の高揚を目的とした交流体験や議演会、研修会など

の活動に支援を行つています。

(3)教 育での取り組み

すべての人が人を大切にし、大切にされる人権尊重の社会づくりをめざして、

教育のあらゆる場で、人権教育を推進しています。

人権教育とは、「人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」(人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律第2条 )で あり、「国民が、その発達段階に応じ、

人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することができるよう」(同法

第3条 )に することを目的としています。

人権教育をすすめるにあたつては、「高知県人権教育基本方針」(H144策 定)

や 「人権教育のすすめ」～高知県人権教育推進プラン～ (H153策 定)に もとづ

き、計画的総合的に取り組んでいま坑 その際、以下の5点 を大切にしています。

・ 人 権について正しく学ぶとともに、今なお、存在している不当な差別や人権

侵害の実態から課題を明ら力寸こするため、人権問題の現状を正しく認識できる

ようにします。
・ 人 権教育の基盤となる自率感情を育むことを重視します。

・ 学 んだことが 「知識」として理解されるだけではなく、日常生活のな力寸こ生

かすことができる 「態度」に結びつくことをめざします。そのため、さまざ

まな学習会 `研修会を通じ、人権問題の解決に必要とされる 「技能」を身に
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つけることができるようにします。
・ 学 習者がいきいきと参加 し、主体的に学ぶことを重視 した参加体験型学習

を積極的に取 り入れます。
・ 学 校で行われている取 り組みを保護者や地域住民に積極的に発信するなど、

地域 との連携を大切にします。

学校教育では、人権教育に関わる研修会の実施や教職経験 (初任者か ら管醐

に応 じた研修に人権教育を位置づけるなど、教職員研修の充実や さまざまな人権

問題に関わる新たな情報を取 り入れた資料、教材の作成、開発などをすすめてい

ます。

社会教育では、市町村が行 う人権教育に関する事業の実施を支援 し、学習機会

の提供や人権教育課題別研修会等を開催 し、指導者養成などに努めています。

ア  「 人権の主張」発表会

県内の小 ・中学校、高等学校、盲 ・掌 ・養譲学校の児童生徒か ら人権や人権課

題について学習 したことや身の回 りの出来事、日頃考えていることなどについて

の意見や体験等をまとめた作文や提言を募集し、「子 ども人権会議」や 「人権の主

張」発表会を実施 しています。児童生徒のすばらしい発表を通 して、県民のみな

さんの人権問題についての理解 と認識を深め、その解決への意欲を高めることを

目的 としています。

平成 14年 度は、126校 か ら377編 の作文が寄せ られました。また、県内 3ヶ 所

の会場に 1,000人 の参力口があ りました。

<「 人権の主張発表会」参加者の感想文より>

・ 自 らの思いを、心をこめて表現されていて、とても胸をうちま した。私たち大

人が、もつともつとよりよい社会をつくるよう真央」に取 り組んでいかなければ

ならないと、改めて強く感 じま した。
・ 体 験を涙ながらに話 してくれた子どもたち。周 りの大人達がい力対こ力不足か大

いに反省 させ られました。大人も子 どもに負けないよう、しつか り人権につい

て勉強 し、実践 しなければと思いました。
, こ んなにも素晴 らしぃ若者が育つていることに感動 しま した。人権を尊重 し、

差別のない社会がきっとくると信 じる発表でした。

イ 人 権教育推進校の設置

学校における人権教育の実践的、先導的な指導内容 ・方法を継続的に研究 ・開

発 していくために人権教育推進校を指定 し、その成果を他の学校に広げています。

それぞれの指定校では、子 どもを中心 とした取 り組みや個別の人権課題への具

体的な取 り組みなど研究実践が進んでいます。

<判 戎 13・14年 度指定校 >

安芸市立伊尾木小学校 ・野市町立東小学校 ・土佐町立土佐町中学校 ・乗山村立
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葉山小学校 ・高知市立朝倉第二小学校 ・高知市立城西中学校 ・中村市立八束中

学校 ・土佐清水市立下ノ加江小学校 ・高知県立大方商業高等学校 ・高知県立日

高養護学校

<平 成 15年 度指定校>

割 |1村立割 1小学校 ・奈半利町立奈半利中学校 ・中土佐町立久礼小学校 ・伊野

町立伊野南中学校 ・中村市立利岡小学校 ・大正町立北ノ川中学校 ・高知市立十

津小学校 ・高知市立朝倉小学校 ・高知県立宿毛工業高等学校 ・高知県立中オ寸養

護学校

人権教育課題別職修会

県民に身近な人権課題である、同和問題、女性、子ども、高齢者、障害者、

HIV感 染者等、外国人等について、それぞれ基礎的な内容から専門的な取り組

みまでさまざまな手法を取り入れた研修会を開催しています。

就職差別の防止を目的とする応募書類の統一

県教育委員会、県立高等学校、職業安定機関の三者において構成されている「高

知県高等学校就職対策連絡協議会」では就職の機会均等を保障するため、応募書

類の様式を全国統一応募書式とし、学校や生徒に対して社用紙 (企業独自に作成

した応募書類)や 身上調書、戸籍騰本 (抄本)、住民票などの提出を求めないこ

となどを企業にお願いしています。また、「従業員の採用選考時において、差別

につながるおそれがあるため、特に配慮する必要のある項目」として、次の 14

項目を設定するなど、企業において、差別のない公正な採用選考が実施されるた

めの取り組みを行つています。

戸籍謄 (抄)本 の提出

社用紙の作成

身元 (家族)調 査

家族の職業、家族関係、家族の健康

家族の地位、学歴、収入

家族の資産

住居状況 (部屋数、間取り、道具類、道順)

宗教

支持政党

生活信条

尊敬する人物

思想

本籍、生まれ育った場所

作文 (生い立ち、私の家族、父を話る等生活環境に関すること)

1

2

3

4
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(4)人 権問題に関する研修や学習、図書 ・視聴党教材の貸 し出 し

県では、あらゆる人権問題の解決のため、各種の啓発事業や研修、県内の企業や

民間団体などで行われる研修会への講師の派遣などの業務を (財)高 知県人権啓発

センターに委託 して、実施 しています。

また、じんけんライブラリー (県立人権啓発センター図書資料室兼閲覧室の愛称)

や高知県視聴党ライブラリーでは、さまざまな人権問題に関する図書、視聴党教材

を整備 して県民の皆様へ貸 し出しサー ビスも行つています。

○ 研 修や学習に関する問い合わせ先

財団法人 高 知県人権啓発センター

住 所  〒 7800870 高 知市本町 4丁 ロト37

日重  高3  088-821-4681  Flぷ  088-821-4440

Email :   centerOkochi一jinken or jp

① 図 書 ・視聴党教材の貸 し出しに関する問い合わせ先

,じんけんライブラリー (県立人権啓発センター図書資料室兼閲覧室)

財団法人 高知県人権啓発センター

住 所  〒 78110870 高知市本町 4丁 目 137

日重  高吾  088-321-4681  FAX    088-821-4440

Email :   centerOにochi―jinken or jp
・高知県視聴覚ライブラリー

住 所  〒 7808031 高 知市大原町 132 高知県教育センター分館

ロヨ  言舌  088-833-5780  FAX  088-833-5781

・高知県教育委員会人権教育課

住 所  〒 7800850 高 知市丸ノ内 1752

月ま  言言  088-821-4931  F4X  088-821-4559

(5)相 談窓 口

ア 高 知地方法務局人権擁護課

住 所  〒 7800915 高 知市小津町 430

宮雪  言言  088-822-3503

イ 高 知県企画振興部人権課

住 所  干 78011850 高 知市丸ノ内 1-2-20

帽雪  局舌  088-823-9805

ウ 高 知県教育委員会人権教育謀

住 所  〒 780-0850 高知市丸ノ内 ■卜52

日雪  言吾  088-821-4931

工 財 団法人 高知県人権啓発センター

住 所  〒 7800870 高 知市本町 4137

ロヨ  冒言  088-821-4681
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2 同 和問題

(1)現 状と課題

同和問題は、人間として幸せに生きる権利や自由 (居住及び移転の自由、職業

選択の自由、教育の機会均等を保障される権利、結婚の自由といつた市民的権利 ・

自由)を 、そこに生まれたというただそれだけの理由 (本人には責任のないこと)

によつて侵害され、社会的不利益を受けてきた問題です。

この問題の解決のため、県では昭和44年の同和対策事業特別措置法の施行以

来、30年余りにわたつて、同和地区や同和関係の方々を対象とした様々な特別対

策を実施してきましたが、同和地区を取り巻く状況が大きく改善されてきたこと

などから、こうした特別対策は平成 13年度末で終了し、平成 14年度からは、一

般対策の中で取り組みを行つてきています。

県が実施した 「県民の人権に関する意識調査」では、同和地区や同和地区の人

を意識する場合について尋ねたところ、「意識することはない」とする口答が

457%と 半数近くを占める一方で、「結婚するとき」を筆頭に、「隣近所で生活す

るときJ、「仕事上でかかわりをもつとき」の順で、気にしたり音識するとした回

答もありました。

また、同和地区出身者であることがわかった場合の対応では、「これまでと同様

親しくつきあう」の割合が802%と 8割 を超えている一方で、「表面的にはつき

あうができるだけつきあいは避けるようにする」70%、 「つきあいは、やめてしま

う」04%な どと、同和地区や同和地区の人に対する差別意識は薄らいではいるも

のの、今なお根強く存在している状況も明らかになつています。(図4、5)

また、同和問題に係る差別落書きや差別発言など、同和問題に対する正しい認識

や理解が十分でないと見られる事象も発生しており、差別意識の解消に向けた人権

教育や人権啓発などの取り組みが引き続き重要となつています。
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図4 同 和地区や同和地区の人を意識する場合

同和地区や同和地区の人ということを気にしたり、な農したりすることがありますか (檀敏選択)
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(2)人 権侵害の事例

ア 人 権侵害事例の受付状況

(高知県企画振興部人権課) (件)

11年 度 12年 度 13年度 14年度

発 言 14 10 18 15

落 書 9 10 17

書 綺 2 1 1

表 記 2 1 1

ネット 1 2 2

合 計 28 21 32 36

※ 書  簡 :葉書、封書による差別文書

※ 表  記 :紙片等に記された差別文書、落書き

※ ネ ット:インターネット上に設けられた電子掲示板への書き込みや電子メータレ等

イ 人 権侵害の主な事例

(ア)落 書き

a 平 成 11年 12月 、A市 内の公園 トイ レで赤色油性ペンで差別用語を用いて

同和地区の人々を侮蔑する内容の落書きが発見されました。

翌、平成 12年 1月 にはB市 内の公園 トイレ、平成 14年 4月 にはA市 内の

文化施設内の トイレでそれぞれ同様の落書きが発見されていま坑

同一人によると見られる同様の悪質な落書きは、平成 15年 度に入つて急増

しています。

b 平 成 14年 5月 、C市 内の公園 トイレに黒マジックで差別用語を用いて同和

地区の人々を侮蔑する内容の落書きが発見されました。

c 平 成 14年 6月 、D村 内の公衆便所で差別用語の落書きが発見されました。

この他にも公衆 トイ レや学校で差別落書きが発見されています。

差別落書きの事例には、具体的な記述はしていませんが、例えば、同和地

区の人を指 して、「死ね」、「キタナイ」といった、極めて悪質な内容のものも

ありました。

差別落書きは、同和地区の人々を意識的 ・意図的に侮辱 し、傷つけるもの

で、不特定多数の人が見ることは、差別 を助長 した り、誤つた差別意識を煽

る危険がありますLま た、内容に陰湿なものが多く、同和地区の人々に強い

衝撃 と大きな吉痛を与える許 されない行為です。

※ 差 別落書きを発見した場合には、すぐに、施設の管理者や地元の市町村

役場、県人権採、法務局などに連絡 してください。
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(イ)発  言

a 平 成 14年 7月 、A市 内の公営競技場で従事員の対応に腹を立てた来場者が、

不満を訴える際、侮蔑する言葉 とともに、差別用語の発言があ りました。

b 羽 戎 14年 9月 、C市 が実施 した市民意識調査の調査票回収に調査員が住民

宅を訪問した際、調査員に対 して同和地区の人々を侮蔑する内容の発言があ

りました。

c 平 成 14年度、学校関係では、中学生が授業中に同 じクラスの生徒に向かつ

て差別用語を発 した り、授業中に行動を注意された生徒が教諭に対 して差別

用語を発 したものなどがあ りました。

差別発言は、相手の人権を侵害するだけでなく人間としての存在そのもの

を否定してしまう悪質で許されない行為です。

差別発言をした人の中には、懐朝」するつもりはなかつた」などと言葉を濁

す人がいます。

差別発言や差別用語の使用は、発言した人が差別する意図を持つているか

否かに関わりなく、各観的には人を傷つけるものとなりま曳 峻朝町するつも

りはなかつた」と言いながらもその背景には潜在的にその人との差を意識し

ているのではないでしょうか。差別用語の問題はその用語を使用しない、と

いうことだけではなく、その言葉の持つ差別性や差別に気づくといった人権

意識の高揚が求められます。

※ 差 別発言によつて人権侵害を受けた場合などは、地元の市町村役場、県

人権課、法務局などに相談してください。

(ウ)連 続差別書簡

平成 13年 1月から10月にかけて、県中央部の市町村の住民に対して、差

別用語等を使用して脅迫する内容の書簡 (葉書等)が 連続して多数送りつけ

られました。

この書簡 (葉書)は 実在する複数の人物の名前を差出人として、不特定多

数の受取人に対して差別用語などを用いて挑発や脅迫を行い、差出入が受取

人から攻要されることを狙つたとみられるもので、差出入と受取人の双方に

街撃や債り、不安を与えるなど極めて悪質なものでした。

この書簡の行為者は、その後、警察の捜査により脅迫容疑などで逮捕され

ました。
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(工)イ ンターネット

平成 14年 9月、インターネット上に設けられた電子掲示板に、県内の中

学校名を挙げて誹誘中傷する内容のものや、部落差別の助長につながる悪質

な書き込みが多数発見されました。

インターネットについては、国の人権教育・啓発に関する基本計画にも「イ

ンターネットには、電子メールのような特定人間の通信のは力Wこ、ホームペ

ージのような不特定多数の利用者に向けた情報発信、電子掲示板を利用した

ネットニュースのような不特定多数の利用者間の反復的な情報の受発信等が

あります。

いずれも発信者に匿拓性があり、情報発信が技術的 ・心理的に容易に出来

るといつた面がある。Jと されているように、この事案についても、こうした

匿名性などを悪用して、書き込みが行われたものと考えています。

インターネットの利用に当たつては、個人のプライバシーや名誉に関する

正しい理解や個人の責任や情報モラルについても十分理解しておくことが必

要です。

(3)人 権尊重への取 り組みの事例

「部落差別をなくする運動」強調句間

「同和問題について県民の理解 と認識を深め、その早期解決を図る」ことを目

的に、関係施策を実施 してきたことにより、県民の同和問題に対する理解 も深

まつてきていますが、同和問題における差別意識は、依然 として根強く存在 し

ています。

このため、県では、同和問題の解決に向けて、毎年 7月 10日 から20日 まで

を 「部落差別 をなくする運動」強調句間と定めて、県民一人ひ とりに同和問題

に対する正 しい理解 と認識を深めていただけるよう、期間中に市町村や関係機

関の協力もいただきながら様々な啓発事業を実施 しています。

第 30回 「部落差別 をなくする運動」強調勺間事業

・強調句問啓発事業

平成 15年 7月 10日  高 知県立県民文化ホール (オレンジ)

人権作文発表

義野 (うずの)昭 彦氏インタビュー

新屋 (しんや)英 子二人芝居 『星の溜息』の上演

パネル展
・新聞広告、同和問題啓発映画のテレビ放映、ポスターの掲示、電車 ・バスボデ

ィー広告、電光掲示板 ・インフォメーシヨンタワー広告
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(4)相 談窓日

ア 高 知地方法務局人権擁産裸

住 所  〒 781111915 高知市小津町Ⅲ30

電 話  088屯 2チ3503

イ 商 知県企画振興部人権際

住 所  〒 781111850 高知市丸ノ内 1ウー20

電 話  0鶴 屯239805

ウ 商 知県教育委員会人権教育操

住 所  〒 78い0850 高 知市丸ノ内 1-7-52

電 話  088屯 214931

工 財 団法人 高知床人権啓窮センター

住 所  〒 781X1870 高 知市本町4-1-37

電 話  088=214681
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3 女 性

(1)現 状と課題

女子差別赦廃条約を機軸とする国際社会における取組と運動しつつ、国におい

ては 「男女共同参画社会基本法」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律Jが 制定されるなど、男女平等の実現に向けた取組が進められてきま

した。

県では、判我13年 9月 に 「こうち男女共同参画プラン」を策定し、総合的な

取組を展開してきました。

しかし、今なお、性別で役割を固定的にとらえる意識やこれに基づく慣行など

が残つており、男女問の不平等な扱いや夫婦間の暴力、セクシュアル ・ハラスメ

ントなど、女性の人権を侵す暴力的な行為が存在しています。平成 14年度の県

の人権に関する県民意識調査でも、「固定的な役割分担意識」「意見や発言が無視

される」「職場における差別待退」力S女性に関する人権上の問題点の上位になつて

います。(図6)

こうした状況から、県では、平成 15年 12月に 「高知県男女共同参画社会づ

くり条例」を制定しました。今後は、この条例の趣旨を踏まえ、男女がともに個

人として尊重され、性別による差別的な取扱いを受けることなく、個人としてそ

の能力を発揮する機会が確保される社会を目指した取組が必要です。

図6 女 性に関する人権上の問題点

● 女 性に関する手柄で、人柱上問題があると思われるのはどのようなことですか (複数選択)

固定的な役割分担白較

意見や莞言お環幡広れる

醜 尉〔郷 掲 勤 「麓

究 致 勲 効

覇顔kリ セクシュ7/1/・タラえれ本

簿 爵

嬢

アル叫・茸 六、ポルク陛誌

ヌード詞になどを掲載けJ轄携・鋼打

水着姿強狐 告

如 ナ↓調 Vセヤける言溺格

切 他

紳こない

粉 幼 ヽ

平成 14年度 高 知県 【人権に出する県民意携閉調
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11年度 12年度 19年度 14年度

電 話 68 71 81 123

来 所 94 49 76 72

合 計 162 120 157 195

(うち一時保護) ( 1 5 ) (12) (22) 修9)

(2)人 権侵害の事例

ア 人 権侵害等に関する相談状況

(ア)酉 己偶者等からの暴力に関する相談件数

(高知県女性相談所)

(こうち女性総合センター)

11年 度 12年度 13年度 14年度

件 数 15 23 27 24

(イ)配 偶者か らの暴力の防止及び被害者の保護 に関す る法律 (平成 13年 10月

施行)に基づ く保護命令件数

(高知県警察本部)               (暦 年 :件)

1 3 年 1 4年 1 5年

接近禁止 4

退去命令 5 5

合 計 16 9

※ 13年 は 10～12月 、15年 は 1～8月

(ウ)職 場におけるセクシュアル ・ハラスメン トに関する相談件数

(高知労働局雇用均等室)                     (件 )

11年度 12年度 13年度 14年度

件 数 160 111 90 84

※ 企 業からのセクシュアル ・ハラスメン ト防止対策相談を含む

イ 人 権侵害の主な事例

(ア)配 偶者等からの暴力

a 平 成 14年 度 30代 の女性からの相談

( a ) 概 要

内縁の大から暴力を受けてお り、逃げたいとい う相談。

(b)内 容

内縁の大は、些細なことで殴る、蹴る、つねる、物を投げつけるなどの暴

力を振るつた り、包Tを 持ち出しては、「殺すぞ」 と言つて脅 した りするこ

とがあ り、相談者は病院で治療を受けるほどのケガを負つたこともある。ま

た、内線の夫は 3歳 になる相談者の子 どもを地面に叩きつけようとしたこと

もある。

-16-
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内縁の夫は、相談者のアパー トに毎 日やつてきては、深夜でも相談者が起

きて行つていないと不機嫌になつて怒つた り、鍵をかけて入れないようにす

ると、夜中でも外で ドアを蹴つて、大声を上げるなどして大騒ぎすることが、

たびたびあつた。

たまりかねて、相談者が別れ話を持ち出す と、内縁の夫は怒 り出 し、子 ど

もも家族も全部殺すなどと脅す状況が続いた。

内縁の夫の規 も、息子の暴力に恐れをなしてお り、制止 してくれる人が誰

もいなかつたため、相談者 とその両親が来所 した。
一時保護所で相談者を保

護 し、その間に、今後の生活等について相談した結果、やむを得ず転居する

こととし、現在は転居先で生活 している。

平成 14年 度 30代 の女性からの相談

( a ) 概 要

難婚 した元夫からス トーカー行為を受けているので、見つか らないところ

に逃げたいとの相談。

( b ) 内 容

元夫は、婚姻中から相談者に暴力を振るつたり、相談者の子 どもにも、性

的嫌がらせをしていたため、相談者は離婚にふみきつた。離婚後、よりを戻

したいといって、毎 日1回 から3回 ほど、毎回 30分 か ら1時 間の長電話を

かけてくるので規戚宅に避難することにした。元夫は、親威宅や職場にも電

話をかけてくるようになり、職場に迷惑をかけるので、相談者は仕事を休ま

ざるをえなくなつた。相談者は、電話がかかつてくるだけでビクッとな り、

夜 も電気をつけることができず潜んでいるとい う状態に陥つた。

このため、相談者は地元警察に相談 し、
一時保護を受けることにした。そ

の間、今後の生活等について話 し合い、相談者は仕事を辞め、他の市町村ヘ

転居することにした。

夫などからの暴力は、主に家庭内で繰り返し行われ、表面化しにくいとい

つた特徴があり、殺人などの深刻な事態にまで発展するおそれもありま抗

こうしたことを木然に防止するためには、女性に対する暴力は人権侵害であ

ることを啓発するとともに、気軽に相談できる窓口を身近に設けることや被

害者の保護が迅速、適切に行われることが大切です。

判戎16年 4月 1日から施行される高知県男女共同参画社会づくり条例で

は、男女間の暴力的行為の禁止や配偶者などからの暴力による被害者に対す

る県の支援を規定し、暴力のない安心して暮らせる社会づくりに取り組んで

いくことにしています。
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(イ)職 場におけるセクシュアル ・ハラスメント

a職 場内で性的な内容の話題を頻繁に口にする上司がお り、非常に不快

であるとともに、職場内で二人きりになることが恐ろしく、勤務が吉痛となつ

ている。

b社 長からお尻を触られ、抗議しても効果がなく、また、食事に誘われても断つ

ていたが、そのうち性的な関係を迫られるようになり我慢できず退職した。

【職場におけるセクシュアル ・ハラスメン トとは】

「職場において行われる性的な言動に対する女性労働者の対応によつて当該女性労輸

者が労働条件上不利益を受け (対価型)た り、女性済仙者の就業環境が害される (環境型)

こと」をV いヽま坑

[性的な言動とは]

性的な発言や行動を意味しま丸

(性的な言動の例)

・ 性 的な内容の発言

性的な冗談やからかい、食事やデー トヘの執助な誘い、意図的に性的な

噂を流布する、個人的な体験談を話 したり聞いたりする  な ど

・ 性 的な行動

性的な関係の強要、身体への不必要な接触、強制わいせつ行為、強姦、

ヌー ドポスター、ヌー ド写真の出るスクリーンセイバーの使用、わいせつ

図画の配布、掲示  な ど

[対価型セクシュアル ・ハラスメン トとは]

職場において行われる女性労働者の意に反する性的な言動に対する女性労働

者の対応により当該女性労働者が解雇、降格、減給等の不利益を受けることで

丸

(典型例)

, 事 務所内において事業主が女性労働者に対して性的な関係を要求したが、

拒否されたため、当該女性労働者を解雇すること  な ど

[環境型セクシュアル ・ハラスメン トとは]

職場において行われる女性労働者の意に反する性的な言動に対する女性労働

者の就業環境が不快なものとなつたため、能力の発揮に宣大な悪影響が生じる

等当該女性労働者が就業する上で見過ごせない程度の支障が生じることです。

(典型例)

・ 事 務所内において事業主が女性労働者の腰、胸等に度々触つたため、当

該女性労働者が苦痛に感 じてその就業意欲が低下していること  な ど

(高知労働局雇用均等室)
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(3)人 権尊重へ の取 り組みの事例

ア 高 知県男女共同参画社会づくり条例の制定

女性 も男性 もすべての人が二いに人権を尊重 しつつ、その個性 と能力を十分

に発揮 して、活き活きと暮 らすことのできる男女共同参画社会の実現を目指 し

て、高知県男女共同参画社会づくり条例を制定しました。 (平成 16年 4月 1日

施行、一部平成 16年 7月 1日施行)

イ こ うち男女共同参画プランの推進

平成 13年 9月 に策定した、こうち男女共同参画プランに基づき、男女共同参

画の推進に関する取 り組みを総合的に進めています。

ウ こ うち女性総合センター活用事業

(ア)啓 発誌 ・情報誌の発行

(イ)講 演会 ・フェミニス ト講座等の開催

(ウ)出 前議座の実施

(工)相 談事業の実施

工 高 知県女性相談所 (配偶者暴力相談支援センター)に おける女1生保護対策

(ア)生 活上の問題を抱える女性のために、来所 ・電話相談に加え、巡回相談や法

律相談を行つています。

(イ)配 偶者等からの暴力被害者や何 らかの事情で保護を要する女性の一時保護を

行つています。

オ 積 極的改善措置 (ポジティブ ・アクション)の 取 り組み

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての男女間の格差を

改善する上で、必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対 し、当該機会

を積極的に提供する取 り組みのことをいいます。

平成 13年 度は、企業におけるポジティブ ・アクション推進のため、女性管

理職候補者等を対象 とする講座を県で計画、開催 した。平成 14年 度は、職場

における能力発揮を活動 目的とする働 く女性グループか ら研修計画を募集 し、

効果的 と認められるものを選定、当該グループが講座を開催 しました。

(4)相 談窓口

ア 高 知県女性相談所 (配偶者暴力相談支援センター)

女性が抱えるさまざまな問題や配偶者などからの暴力に関する相談を受け付

けています。

相談時間 電 話 毎  日  8:30～ 17:15,18:00～21:00(年 末年始を除 く)

来所 月 ～金 8:30～ 17:15      (  〃     )

所 〒 7800051 高 知市愛宕町 3丁 目12-29

1言  088-822-5520    FAX  088-822-6775

住

電
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イ こ うち女性総合センター 「ノーレJ

女性のきまざまな悩みや、日常生活の中で直面する問題、不安や心配ごとに

ついて相較を受け付けています。

相淡時間 毎 日 9:00～ 17:00(水 曜、視日、年末年始を除く)

住 所  〒 78110935 高知市旭町3丁 目115番地

電 話 08併87缶9555

FAX  088-873-9292

Eメ ーール :s61eOsole―kochi or Jp

ウ 高 知労働局雇用均等室

職場におけるセクシュアル・ハラスメントについての相談を受け付けています。

住 所  高 知市南金田48-2

電 話 0鶴-885-6041

FAX O鶴 -885-6042
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4 子 ども

(1)現 状 と課題

少子化や核家族化等、子 どもと家庭を取 り巻 く環境の変化に伴い、非行、い じ

め、児童虐待など、様々な問題が生 じてきています。県が実施 した 「人権に関す

る県民意識調査」の結果からも 「仲間はずれなどのい じめJ、「保護者による児童

虐待J、「V じヽめを見て見ぬふ りをする」といつたことが、子 どもの人権上の問題

点として上位になつています。 (図7)

次代を担 うすべての子 ども達が健やかに成長 していくために、安心 して、生み

育てられる環境づ くりを積極的に展開し、行政、地域、家庭が連携 しながら、子

どもの人権に関しての様々な機会を通 じた啓発活動や、子 ども達が感性 と活力に

満ちた人間として育つていくための取 り組みを推進 していく必要があります。

また、児勘曽待は、子 どもの健全な成長を阻害 し、身体や心に深い傷を負わせ

るだけでなく、命 さえも奪 うことのある重大な問題であり、その防止のために、

関係機関 ・関係者が連携 して、取 り組むことが必要です。

図7 子 どもに関する人権上の問題点

● 子どもに日する事柄て、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか(檀微選択)

仲間はずれなどのいじめ

保護者による虐待

いじめを見て見ぬふりな る

大人が考え方務 制

部活動でのしごき

保態者による体罰

教師iよる体卸

髪型等を強制する校則

その他

特↓つとVヽ

わからない

平成 14年度 商 知県 [人 権に日する県民意強田主]
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11年 度 12年度 13年度 14年度

小 学 校 22 44 26 36

中 学 校 56 70 98 91

高等学校 37 21 35 36

合  計 115 135 159 163

※ 生 徒指導上の諸問題に関する調査

(2)人 権侵害の事例

ア 人 権侵害事例の発生、処理状況

(ア)Vヽ じめ

(文部科学省) (件)

(イ)児 童虐待

(児童相談所における児詢旨待の処理件数) (件)

11年度 12年度 13年度 14年 度

県  内 41 59 67 59

全 国 11, 631 17,725 23, 274 24, 195

※ 厚 生労働省福祉行政報告例

イ 人 権侵害の主な事例

(ア)い じめ

いじめの態様としては、「ひやかし、からかい」、「暴力を振るう」事例等が

多くみられま汽 発生件数は増加傾向にあり、重大な問題です。いじめは人間

として許されない行為であり、いじめを受けた子どもは心に大きな傷を残すこ

とにもなりますので、いじめられている子どもの立場に立った規身な指導が大

切です。学校では、この問題を重大な教育課題としてとらえ、職員会議等を通

じて共通理解を図り、学校全体として取り組みを進めています。

(イ)児 童虐待 (平成 14年度)

a身 体的虐待

中学 3年の女子が、小学生の頃より棒などで父親に身体的虐待を受けていま

した。

中学 3年になり、父親に叩かれるのが嫌でたびたび家出を繰り返しては友人

宅に居るのを学校が知ったことから、児童相談所へ通告がありました。一時保

護した後、里親に預け、養育をお願いしています。

身体的虐令とは、身体に傷を負わせたり、生命に危険のあるような行為をす

ることです。ひどい場合には、後遣症を残したり、死に至ることもあります。
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bネ グレクト (養育放棄)

住民から、「3歳 の男児が自宅のベランダで泣いている」と、警察に通報が

あり、警察から児童相談所に通告がありました。

この家庭は母子家庭で、母親は日頃から夜間に男児を一人にして朝方まで外

出しており、面接の中で母親に今後の指導 ・助言をしてきましたが、行動に改

善がみられず本児を一時保護し、その後、男児は児童表護施設に入所させまし

た。

ネグレクトとは、適切な末食住の世話をせずに放置したり、病気なのに医者

に見せない、家に閉じこめる、学校に行かせない、乳幼児を車の中に放置する

などの行為をいいます。発育 ・発達がひどく遅れたり、小さな子どもの場合や

極端な場合には、栄養失調や脱水症などから死に至ることもあります。

c心 理的虐待

中学 3年生の男子が、母親の暴言に絶えられず家出等を繰り返していたため
一時保護し、支援ホームを利用しました。

家庭復帰後、母親の暴言が再び始まったため、本人が母親を拒否し、本人自

身が落ち着いた生活をしたいと一時保議を希望し、その後、兄童養護施設に入

所しています。

心理的虐待とは、親が、子どもからの働きかけに応えず無視する、兄弟間で

著しく差別する、「V な`い方がいい」「死んでしまえ」など子どもの心を傷つけ

ることを慢性的に繰り返し言うなど、子どもの心に不安やおびえなどを引き起

こす行為を言い、心身の発達に影響を与えることもあります。

d性 的虐待

中学 1年生の女子から学校の先生に、2年 以上前より継父から性的虐待を受

けており、家に帰りたくないと話があり、学校から通告がありました。
一時保護や支援ホーム等利用する中で本人の家庭復帰希望が強くなり、継父

が別居して家庭復帰となり、現在、経過観察中です。

性的虐待とは、性的ないたずらをしたり、性的関係を強要することです。場

合によっては、妊娠 ・中絶 ・出産などの結果を招きます。また、異性への極端

な嫌悪感を植え付けるなど、子どもの心身に大きな傷を残します。

(3)人 権尊重への取 り組みの事例

ア こ ども条例づくり

次代を担 う高知県の子 どもたちが健やかに育つための環境づ くりを行 うため

「こども条例」 (仮称)の 制定に向けた検討を行つています。
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イ 学 校教育における取組

(ア)ピ ア ・サポー ト活動推進事業

友だちの悩みを開いたり、互いに支え合う活動を通して、子どもたち相互

のよりよい人間関係づくりを推進しています。

(イ)心 の冒険教育推進事業

ロープなどの器具を活用し、仲間が協力しながら課題を克服していく体験

活動を通して、人と人との信頼関係や温かな人間関係を築こうとする取り組

みを進めています。

(ウ)ス クールカウンセラーの配置

学校におけるカウンセリング等の機能の充実を図るため、臨床心理に関し

て高度に専F目的な知識 ・経験を有するスクールカウンセラーを配置し、学校

における活用、効果等に関する実践的な研究を行つていま曳
・配置校  小 ・中・高校 計 62校 (平成 15年度)

(工)心 の教室相談員の配置

公立中学校に心の教室相談員を配置し、生徒の悩み等の相談や家庭訪間、

学校と地域の連携の支援など実践研究を行つています。
・配置校  中 学校 33校 (判戎15年度)

ウ 児 童虐待防止の取組

平成 14年 12月に 「高知県子ども虐待防止のための取組指針」を策定し、行政、

学校、地域など関係機関・関係者の役割と連携を明確にするとともに、「虐待の予

防」、「早期発見 ・早期対応」、「再発防止 。心のケア」の 3つ の柱に沿つた取り組

みを進めています。

(ア)虐 待の予防
・子育て支援施策の充実
・乳幼児健診による育児支援の充実
・子ども支援ネットワークの充実

(イ)虐 待の早期発見 ・早期対応
・通告義務等の広報啓発
・相談窓日と相談体制の充実
・対応機関の連携強化

(ウ〉 虐待の再発防止 ・心のケア
・児童養護施設等でのケアの充実
・親や子どもの心のケアやフォローアップの充実
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(4)相 談窓日

ア 商 知県心の教育センター電話相談

高知県心の教育センターでは、いじめや不登校、学校生活全般、問題行動等

について、児童生徒や保護者からの相談を電話やEメールで受け付けています。

相談時間…毎日 9:00～ 21:llll

電 話  08883}2922

Eメ ーール : kodomttkochinet ed jp

イ 中 央児童相淡所

住 所  〒 78r5102 高 知市大津甲77111

電 話 088-866 7ヽ91

FAX  088-866-0859

ウ 幡 多児き相談所

住 所  〒 78711050 中 村市渡川 1-621

電 話  088113作 3159

FAX  0880-37-3205

工 子 どもと家庭の 110番

相談時間…9:00～19:lXl(視日・年末年始は休み)

t  言吉  088-866-9999
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5 高 齢者

(1)現 状と課題

本県の65歳以上の高齢入日は、平成 15年 4月 現在で210,181人 で、総人日の

24跡 を占めるようになり、県民の4人 に1人 が65歳以上という高齢社会を迎え

ていまえ

県が実施した 「人権に関する県民意識調査」においては、「アパー トなどの住宅
への刃吾や就労が高齢者というだけで制限されることJ、「道路、乗物、建物等で
バツアフリー (障害除去)が 図られていないこと」、「家族や地域との交流が疎遺

がちで孤独な生活を送つていること」などが高齢者の人権上の問題点として上位

になつています。(図8)

高齢者が社会の一員として、人権を尊重され、健康で生きがいをもつた生活を

していくためには、在宅 ・施設両面に調和のとれた保健福祉サービスの充実など

の社会環境づくりを行うとともに、高齢者は、長年にわたり社会に貢献してきた

人たちであるという意識をもち、故意と感謝の気持ちを持つて接していくことな

どの意識啓発や高齢者理解の促進に取り組んでいくことが必要です。

図8 高 齢者に関する人権上の問題点

● 高 い者に日する■柄で、人権上田日があると思われるのはどのようなことですか (程政選択)

アパート等への入居や蔵労が制限されること

建物等のパリアフツーが図られていない

孤独な生活を送つてVること

気軽に相談できる場所がない

特別な存在として扱われること

自由に公共交通機関翻 用できない

意見や残言が無視されること

文化的活動等に参力出する機会が少ない

その他

わからない

【人権に隠する庶民な捜濁査]平成 14年度 宙 知県
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(2)人 権侵害の事例

ア 高 齢者総合相談センターの相談件数 (件)

11年 度 12年度 13年度 14年 度

件 数 645 816 1,153 1,019

※ 人 権侵害以外の相談も含まれています。

イ 人 権侵害の主な事例

(ア)同 居 している娘から度々、叩かれたり (出血 したこともある)つ ねられた りの

暴力を受けていました。警察に来てもらつたら、またその事で怒って叩かれました。

(イ)息 子が飲酒をしては、両親に暴力を振い、父親は入院、母親はアパー トに避難

しています。かつては両親が,目子を虐待していたこともありま曳

この事例は、過去に息子が両親から虐待を受けており、関係者が一番身近な家族

同士であるという点で取扱いが困難な事例です。

平成 14年 7月に、地元の社会福祉協議会から相談があり、共同で対応策を検討

しました。

(3)人 権尊重への取り組みの事例

ア 高 齢者への理解促進

力B齢によつて生じる身体や目の衰えを疑似体験できる 「うらしま太郎」や県民

を対象とした介護講座の開催により、高齢者の心身の特性等についての理解を促

進しています。

イ 痴 呆に関する啓発

痴果性高齢者に関する知識等の普及啓発を目的とした講演会の開催や、市町村

が実施する家族介護教室などにより、痴呆症についての理解や知識の普及に努め

てV まヽす。

この事例は、一番身近で高齢者の保護者として期待される家族から家庭内果力

を受けている事例です。人権侵害の発生場所が家庭内であることや加害者が家族

であることから、その発見や防止が非常に困難な事例といえるでしよう。また、

被害者である高齢者自身もそのおかれている立場、環境から外部に助けを求める

ことが困難な事例といえます。

平成 14年 4月 ～5月 にかけて、13回の相談に対応し、管轄する在宅介護支援セ

ンターと連携の うえ、施設入所を前提に当面入院することとしました。
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福祉サービス利用等の支援

(ア)成 年後見制度利用支援事業

市町村長が、介護保険サービスの利用が必要で親族のいない痴果性高齢者

等の成年後見制度利用のための審判請求を行つた場合、審判費用及び後見人

等報酬に対し助成を行つていま丸

(イ)地 域福祉権利擁議事業 (高知県社会福祉協議会で実施)

加齢や痴果症などにより、判断能力が低下した高齢者の適切な福祉サービ

スの利用や付随する金銭管理などの支援を行つています。

福祉サービスの質の向上

(ア)介 護サービスの質の向上

高齢者の率厳を大切にするため、身体拘束の廃止や個室化・ユニントケア、

サービスの自己評価や第二者評価など質の向上を目指す取り組みを進めて

います。

(イ)福 祉サービス困りごと解決委員会 (高知県社会福祉協議会に設置)

在宅及び施設福祉サービスの利用者が、サービスを利用していく中での、

事業者に対する吉情や要望などの相談を受け、解決に向けた支援を行つてい

ます。

日常生活の支援

心身機能の低下が生じても、その人らしい自立した生活を送れるように、外出、

配食など日常生活に必要なサービスヘの支援や、地域で高齢者を支え合う仕組み

づくりへの支援、また高齢者が暮らしやすい住環境を整備するために必要な経費
への助成を行っています。

社会参加の促進

高齢者が社会参加できる仕組みづくりとして、各地域でのシルバー人材センタ
ー事業の促進や、地域での支え合いの核となるシルバー介護士の養成を行つてい

ます。

また、生きがいづくりとして、オール ドパワー文化展、シエアスポーツ大会な

どの開催や老人クラブ活動への助成も行つています。

- 2 8 -



(4)相 談窓日

ア シ ルバー110番 (高齢者総合相談センター)

高齢者及びその家族等の抱える保健 ・福祉 ・医療等に係 る各種の心配ごと、悩

みごとの相談に応 じています。

・  目雪  言吾  088-875-0110

, 内 容及び相談時間 (毎週月曜 日、祝祭 日、年末年始は休み)

生活 ・福祉 火 ～ 日 9:00～ 16:00(一 般相談員)

健康 ・介護 火 ～ 日 9:00～ 16300(保健師、看護師、理学療法と、介譲福祉士)

法律    木 曜 日 13,00～15:00(弁 護士)

痴ほ う 第 3金 曜 日 14:00～15100(医 師)

。 そ の他

ご相談は、電話のほか手紙や直接センターに来られても結構です。

(住所 〒 780-8567 高 知市朝倉成 3751 高 知県立ふ くし交流プラザ内)

イ 在 宅介護支援センター (各市町村に設置)

在宅の要援護高齢者やその家族等からの、在宅介護等に関する総合的な相談に

応 じ、これ らの方々の介護等に関するニーズに対応 した各種の保健、福祉サービ

スが総合的に受けられるように調整 しています。

ウ 高 知県社会福社協議会

痴果性高齢者や知的障害者など、自己決定能力が低下 している方々が自立 した

地域生活を送れるよう支援を行つています。

住 所  干 780-8567 高 知市朝倉成 3751 高 知県立ふくし交流プラザ内

増量  高舌  088-844-4600

FAX  088-844-3852

工 各 地域のシルバー人材センター

高齢者の豊かな経験や能力を活かし仕事を通 じて地域社会に貢献することを

目的 として、おおむね 60才 以上の健康で働 く意欲のある方に、会員制度により臨

時的かつ短期的な仕事の紹介、斡旋を行つています。

名   称 住   所 電話番号

ll■l高知市カボー人材セカー 高知市丸池町 1114サ カイフ高知内 088-882-3839

(l■鴻勢||・越知 ・日高広域ンルヽ
・

人材ウター 高岡郡働 1町甲 105957 0889-22-3721

(l■l伊野町シルヽ
°

人材ウター 吾川郡伊野町6032-3 088-893-2322

(社)須崎市 ・中土佐町ンルヽ
す

人材セカー 須埼市南古市町614 0889-42-1818

(社)野市町シい
・一人材ウタ 香美郡野市町西野5551 0887-56-4356

14■l土佐清水市シルヽ
°

人材センター 上佐清水市西町 22 l18808-2-5757

(料9窪 )町 ンル′ヽ七人わiセンター 高岡郡窪川町香月が丘420 0880-29-6021

南国市ン″ヽ‐人材セカー 南国市日吉町 2328 088-863-4450
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Jを 市ン″ヽ
・一人材センター 土佐市高岡町乙34511 088-852-2145

中村市″ヽボっuォセンター 中村市右山五月町 83 0880-35-3117

宿毛市どヽヽ一ノ(材ウケー 宿毛市高砂 4ヽ6 0880屯チ7666

大方町ン″ギー大材ウター 幡多郡大方町入野 2017 0880-43-0315

中芸広韓 Ⅲポー人材センター 安芸郡日野町 1828■ 0887-38-5325

上佐山田や ヽ` 一大材センター 香美郡土生山口町 2621 0887-53-0660

夜須町V",ヽ
・一人tt/舛 香業郡夜須町坪井 161 0887-55-4936

春野町カボー人材センター 罰 11郡春野町西分 1-1 088-894奇 255

佐コR口い″
・
っ時北カ 博多郡佐賀町佐賀 108111 0880-55-3371

上佐町ンルギー人材センター 上佐郡土佐町」腎2い 0887-32-1067

室戸串 "ハt人 材ウター 室戸市領家87 0887-22-1348

祷原町ンルギー人材センター 高岡郡村原切 11西路 2346 0889 40 2007

本山中 出卜t大 財センター 長岡郡本山町本山 1041 0887-76-2312

西土佐村力床 一人材センター 機多郡西土佐村用井 11ll1 31 0880-31-6111
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6 障 害者

(1)現 状と課題

ノーマライゼーションを基本理念に 「完全参加と平等」の実現を目標とした 「高

知県障害者福祉に関する新長期計画」に基づいて障害者施策を総合的に推進する

とともに、拘戎14年度に高知県で開催された第 2回全国障害者スポーツ大会にお

けるボランティアなど県民参加の取り組みを進めた結果、障害への理解や障害の

ある人の社会参加が促進されました。

しかし、人権や財産権の侵害をはじめ、障害のある人が社会生活を営むうえで

様々な障壁 (バリア)が 現存しています。県が実施した 「人権に関する県民意識

調査」でも、時郡貯 職場で不利な扱いを受けること」、「じろじろ見られたり、遊

けられたりすること」や 「交通機関の利用が不便」などが、障害者の人権上の問

題点としてJ立 になつています。(図9)

今後の目指すべき社会は、障害の有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と

個性を尊重し、支え合う共生社会とする必要があります。

共生社会においては、障害のある人が、社会の対等な構成員として人権を尊重

され、自己選択と自己決定のもとに社会のあらゆる活動に参カロするとともに、社

会の一員としてその責任を分担することが必要です。

また、障害のある人の社会参加を実質的なものとするためには、障害のある人

の活動を制限し、社会への参力1を制約している諸要因を除去するとともに、障害

のある人が自らの能力を最大限発揮 し、自己実現できるよう支援することが

求められます。

図9 障 害者に関する人権上の問題点

● 庫 害者に出する手柄て、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか (権敏選択)

0      19      20     30     40      50     50ヽ

崩残 残与で不利な扱い

じろじろ見られるなど

交通機関の利用が不便

泣路、店舗年の利用が不使

織好問題で周囲が反対

ア六―卜寄への入居が困難

文化活動年に→加できない

平成 14年度 高 知県 [人 権に口する県民意残田主】
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(2)人 権侵害の事例

ア 障 害者 110番相談件数 (件)

11年 度 12年 度 13年度 1 4年度

生活相談 29 31 60 31

財   産 18 19

医  療 9 10 12 6

人 権 法 律 9 27 12

そ の 他 108 111 148 64

合   計 168 172 265 132

※ 電 話相談事業委託業務事業実績報告書

イ 人 権侵害の主な事例

(障害者 110番での相談)

(ア)わ からないまま、クレジットカー ドに名前を使われ、使用された。

(イ)借 家入日のバツアフリー化について家主から拒否された。

(ウ)自 分の健康保険証を使用されて、サラ金から借金され借金返済の請求がきた。

(工)近 所の住人の自動車購入の陳に、頼まれて、わからないまま保証人の欄へ判

を押したところ、自動車会社から請求がきた。

(3)人 権尊重への取り組みの事例

ア 福 社のこころづくり

障害者の 「完全参加 と平等」ができるような社会は、障害者のためだ

けでなく、すべての県民にとって豊かな社会です。そのためには、県民
一人ひとりが、障害及び障害者問題について正 しく理解 し、豊かな心を

持ち、そ して行動することが大切です。このため、以下の施策を進めて

います。

(ア)新 聞、テレビ、ラジオなどの県の広報媒体を活用した啓発広報

(イ)障 害者の日 (12月9日 )な どに係る各種行事等を通じた効果的な啓発広報

(ウ)啓 発広報活動に対する民間への協力要請等

(工)学 校教育における福祉教育と交流の促進

(オ)地 域における福祉教育と交流の促進

イ や さしいまちづくり

障害者が地域で自立した生活を送るためには、道略、建物、公共交通機関等を

障害者にとつて利用しやすいように整備する必要があります。このような生活環

境は、すべての県民が安全、快適に生活できる街であり、県民全体 「やさしいま

ちづくり」に取り組む必要があります。このようなことから、次のような施策を

進めています。

(ア)県 民、事業者への具体的なバリアフリー化についての情報提供

(イ)バ リアフリーモニターの設置等による日常的問題点の収集把握
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ウ 地 域福社の推進

(ア)社 会参カロの促進

a情 報利用の促進

b文 化活動、レクリエーシヨン等への参加機会の促進

c障 害者スポーツの推進

(イ)地 域生活の支援

aホ ームヘルプサービス、デイサービス、短期入所など、在宅福社の推進

bサ ービス供給体制の整備

cグ ル■プホームや地域療育支援などの地域生活援種の整備促進

d働 く場や活動の場の確保

e福 祉サービスの質の向上

(4)相 談窓口

ア 障 害者 110番 (障害者やその家族が抱える人権や財産などの問題)

高知県知的障害者育成会

住 所  〒 78011870 高 知市本町4丁 目137

t  言舌  088-871-1212

FAX 088 871-1265

受付時間
・一般相談 :月曜日～金曜日 9130～ 16:00

上 ・日・祝祭日 10:∞～15:00

。法律相藤 :毎月第2月 曜日 9130～ 16:00

イ 精 神障害者の保健医療及び社会復持などに関する相談

(ア) 精 神保健福祉センター

・電話相醸 (こころのテレ相談)

t  旨言    088-823-0600

相談時間 月 ～金 13:00～15:00

・面接相談 (予約制)

予約受付 葛 市 088屯 21-4966

受付時間 月 ～金 8:30～ 12:00 13:lXl～17:15

(イ) 各 保健所
・東部保健所

住 所  784-0001安 芸市矢ノ丸 1-Ⅲ36安 芸絡合庁舎内

電 話  088作 343175

FAX  0887-34-3170
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・中央東保健所

住 所  7820016香 美郡土佐山田町山田 1128-1

電 話  0887-53-3173(障 害保健採 直 通)

FAX 0887-52■ 561

・中央西保健所

住 所  7891201高 岡納 il町甲 1243-4

電 話  0889-22-1249(障 害保健採 直 通)

FAX 088労 22→031

・高知市保健所

住 所  78110065高 知市塩 田町 1併10高 知市保健福祉センター内

電 話  08882}9114(こ ころの健康係 直 通)

FAX  088-823-8020

・高的

住 所  78チ lX105須 崎市東古市町 626須 崎第二総合庁舎内

電 話  088い 4矛 1875

FAX  0889-42-8924

・幡多保使所

住 所  78711028中 村市山手通 19幡 多総合庁合内

電 話  088113■ 5124(障 害保健保 直 通)

FAX 08811 35-5980

(ウ) 高 知県健康福祉部健康対策操 精 神保健福祉担当

電 話 0888239669

FAX  088-873-9941

ウ 高 知界社会福祉協議会

痴果性高齢者や知的障害者など、自己決定能力が低下している方々が自立 した

地域生活を送れるよう支援を行つています。

住 所  〒 78い8567 高 知市朝倉戊 375-1 高 知県立ふ くし交流プラザ内

電 話  08併 844■600

FAX  088-844-3852
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7 HlV感 染者等

(1)感 業症

ア 現 状と課題 (感染症問題解決への到達状況)

エイズ ・結核 ・腸管出血性大腸菌O-157な どの感染症に対して、感染症発生

動向を踏まえ、自分の健康は自分で守るという観点から、正しい予防知識及び予

防行動の普及を行つています。しかし、感染症発生時には、患者を取り巻く環境

の中で、差別や偏見がまだみられている状況です。

県が実施した 「人権に関する県民意識調査」でも、「医療機関における診療拒

否やプライバシーの漏洩、無断で検査が行われること」、「地域社会における排斥

や悪音のある噂が流されること」などがHIV感 染者等に関する人権上の問題点

として上位になつている一方、「わからないJと する回答の割合も高くなってい

ます。(図10)

今後、感染症について、よリー層の正しい知識の普及 ・啓発を図るとともに、

感染者や息者の人権を大切にした社会づくりや専門的な相談等を受けることが

できる機関の充実を図つていくことなどが課題となつています。

四10 H'V感 業者奪に関する人権上の問題点

● エ イズ癌看 HiV感崇者に関する手柄で、

0

人権上問題があると思われるのはどのようなことですか (位独選択)

20         30         40 ■

診療拒否等

地域社会における排斥等

マスコミによるプライパシーの侵害

職場における解雇や無断検杢

学校などにおけるいじめ等

施設への入所拒否等

その他

特にない

わからない

平成 14年度 高 知果 [人 権に阻する県民な捜鶴査]
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イ 人 権侵害の事例 (平成 14年 2月 、エイズ治療拠点病院の医師から聴取)

HIVの 治療は、一生涯において服薬治療が必要であ り、高額な医療を受けて

いる現状です。HIV感 染者 ・息者は、主治医 (認定医)の 診断を受けると、身

体障害者手帳の交付を受け、様々な制度を利用 し治療を受けることができますが、

現在、この制度を利用 し治療を受けている人はいない と開いていま坑 市町付の

窓口では、周囲への気兼ねや偏見を心配 し、申請 しづ らいのが現実です。

ウ 人 権尊重への取 り組みの事例

(ア)正 しい知識の普及 と啓発

a感 染症について、正 しい知識や考え方の啓発、普及

保健所を中心に地域の実情にあつた予防啓発を実施 していま曳

実施にあたっては、市町村、学校等の各関係機関とも連携 し、身近な情報 と

して広報への掲載を行 うと共に、学習会や研修会の開催、大学祭等の行事にお

いて若年層への積極的な啓発を行つています。

b12月 1日 「世界エイズデー」にあわせて、広報やマスメディアを活用 した啓発

を行つています。

(イ)専 門的支援の充実

a各 感染症について、専門的に相談できる機関として保健所を位置づけています。

bエ イズについての相談や治療を専門的に受けられるように、県内 6カ 所の病院

をエイズ治療拠点病院に指定 しています。

c感 染症の予防及び感染症の息者に対する医療に関する法律の趣旨に沿い、き者

の人権を十分に尊重 し、社会復帰支援を行つています。

d県 内の医療機関や保健所等を対象 とした研修会を開催 しています。

(ウ)感 染者や患者の人権を大切にした社会づくり

a感 染者や患者 と共に生きる社会づくりをめざし、地域住民を対象に、上記の事

業を継続 して行つています。

b保 健所を中心に、地域の状況に応 じた事業や社会づ くりを実施 しています。

c今 後、地域で、家庭で、職場等あらゆる所で自分のこととして考えていただけ

るよう啓発 を実施するため、ボランティアや支援ネ ッ トワークの育成を図つて

います。

(工)学 校 ・家庭 ・地域における取組

文部科学省より、平成 14、15、16年 度の 3年 間、日野町がエイズ教育 (性教

育)推 進地域事業の指定を受け、学校 ・家庭 ・地域に広がる実践研究に取 り組

んでいます。

推進中心校 :田野町立田野小学校 ・田野町立日野中学校 ・高知県立中芸高等

学校
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(2)ハ ンセン病

ア 現 状 と課題

長年にわたつて行われてきましたハンセン病患者に対する国の隔離政策が、多

くの人権上の制限やいわれなき差別、偏見をもたらしてきました。

本県においても、国の隔離政策の一翼を担 う形で療養所への入所を勧めるとい

うことで息者や元患者、さらには家族の方々の社会生活を奪 うとともに、ハンセ

ン病に対する偏見や差別の上壌をつ くつてきました。

平成 13年 5月 、熊本地方裁判所で、「ハンセン病は遅くとも日召禾D35年 以降にお

いては、隔離政策を用いなければならないほどの特別の疾患ではなくなつていた

にもかかわらず、隔離を継続 させ、息者や家族の方々に対する差別的な社会認識

を放置 したことへの厚生大臣の法的責任を認める」などとした、原告の全面勝訴

の判決が出されました。それ以降、各種媒体を活用 した広報、県民向けのフォー

ラムの開催など、さまざまな取 り組みを通 じて病気に対する県民の理解は深まっ

てきましたが、長年続いてきた差別や偏見はいまだに解消 されていません。

今後は、ハンセン病に対する正 しい知識の普及 と啓発を行 うことと共に、社会

復帰に対する支援などが課題 となっています。

イ 人 権侵害の事例

(ア)国 立ハンセン病療養所入所者数等

・県出身の入所者数    8療 養所  64名 (H1541現 在)

・家族生活援護費の支給対象者数    1名 (  〃    )

(イ)人 権侵害の主な事例 (平成 13年 度の入所者 との意見変換による)

a療 養所への入所後、ハンセン病は治癒 していると言われたにもかかわらず、

入所生活を継続 させ られた。

b入 所中に断種、中絶等の処置をさせ られるなど、非人道的な扱いを受けた。

cハ ンセン病 とい う理由で入所 させ られたにも関わらず、経営的な理由から職

員が行 うべき重症患者の看護 ・介議、その他作業に従事 させ られた。

d療 養所に近い郡部の店では入店を断られたこともあつた。

e患 者の規族においても、故郷では差別 を受けるため他地域での生活を余儀な

くされた。

f療 養所への入所後、家族の縁談が破談になつた。

人権尊重への取 り組みの事例

県民に、ハンセン病に関する正 しい知識の普及啓発 を行 うとともに、入所者 と

の交流活動を支援するなど、差別や偏見をなくすための取 り組みを行つていま曳

(ア)ハ ンセン病を正 しく理解するための啓発活動及び差別、偏見の解消

a県 、保健所を主体 とした社会啓発フォーラムの開催

b各 種媒体を活用 した広報
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cハ ンセン病啓発 リーフレッ トの配布

d中 ・高生による療装所訪問

e入 所者の里帰 りを利用 した県民との変流

fハ ンセン病を正 しく理解する週間の周知

g人 権担当機関、教育委員会等による人権研修

(イ)社 会復帰等に向けての対応

入所者の高齢化、病気の後造障害、長期にわたる療養所での生活など、社会

復帰へのハー ドルは高いものの、具体的な希望が出された場合は、相談窓日と

して、公営住宅への入居等、可能な限 り関係機関と連携 して対応 していきま抗

また、各療養所の納骨堂に遣骨が納められてお り、入所者 より故郷へ遣告を

納めたいとの声もありますが、入所者の宗教上の問題、または納骨堂の設置後

の管理等課題が多くあるため、関係機関との協議を進めていきます。

(3)相 談窓日

ア 感 染症

(ア)各 保健所
。東部保健所

住 所  7840001安 芸市矢ノ丸 1■-36安 芸総合庁舎内

留雪  青言  0887-34-3175

FAX  0887-34-3170

。中央東保健所

住 所  7820016看 美郡土佐山田町山田 11281

電 話  0887523172(健 康課 直 通)

FAX  0887-52-4561

・中央西保健所

住 所  78,1201高 岡郡倒 1町甲 1243-4

電 話  0889221247(健 康課 直 通)

FAX  0889-22-9031

・高知市保健所

住 所  73110850高 知市丸ノ内 24-1保 健術生総合庁舎内

目雪  高舌  088-822-0577

FAX  088-822-1880
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・高幡保健所

住 所  7850005須 崎市東古市町 6-26須 崎第二総合庁舎内

渭重  胃古  0889-42-1875

FAX  0889-42-8924

・幡多保健所

住 所  7870028中 村市山手通 19幡 多総合庁合内

電 話  0880-34-5120(健 康課 直 通)

FAX  0880-35-5980

(イ)高 知県健康福祉部健康対策謀 感 染症担当

増豊  高言  088-823-9677

FAX  088-873-9941

(ウ)エ イズ予防財団

ロヨ  言音  0120-177-812

携帯電話か らは 0335921183

ホームページ http://api一net jfap or jp

(J,帯召巨言吾  http://api―net jfap or jp/1)

(工)HIVと 人権 ・情報センター

電 話  089998キ 973(四 国支部)

ホームページ http://印 ■npo jhc com/

(オ)高 知県エイズ治療拠点病院

イ ハ ンセン病

高知県健康福祉部健康対策課 障 害保健担 当

日彗  言言  088-823-9678

FAX  088-873-9941

医療機関名 住  所 電話番号

高知大学医学部附属病院 南国市岡豊町小蓮 088-866-5811

国立高知病院 高知市朝倉西町 1225 088-844-3111

高知県立中央病院 高知市桜井町 2-7-33 088-882-1211

高知県立安芸病院 安芸市主永町 132 0887-34-3111

高知県立幡多けんみん病院 宿毛市山奈町芳奈 3-1 0880-66-2222

高知市立市民病院 高知市丸ノ内 17■ 5 088-822-6111
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8 外 国人

(1)現 状 と課題

平成 15年 12月 31日 現在、県内には約 60カ 国、3,783人 の外国人の方々が暮

らしてお り、その数は年々増加傾向にあります。その内訳を国籍別に見ると、中

国籍が 1,279人 と最も多く、韓国 。朝鮮籍 796人 、フィリピン籍 566人 、イン ド

ネシア籍 286人 と続いています。

このように、本県にはアジア出身の在住者が多いこともあり、lMl高 知県国際

交流協会の実施する人権相談の約 8割 が、アジア出身の方々の相談で占められて

います。

外国人に対する偏見や差別などの人権問題の多くは、言語 ・文化 ・習慣などの

相互理解が不十分なことに起因する場合があります。

県が実施した 「人権に関する県民意識調査」においても、晦岬戊・職場で不利な

扱いを受けることJ、「国や文化の違いにより、嫌がらせなどを受けること」など

が外国人の人権上の問題点として上位になっており、「わからない」とする回答の

割合も高くなつています。(図11)

今後、国際理解教育をさらに推進するなど、外国人や異文化に対する理解を深

めてもらうことが課題となつています。

図11 外 国人に関する人権上の問題点

● 日 本に住む外国人に関する手柄で、人権上田電があると思われるのはどのようなことですか (複数選択)

就職 職場で不利な扱い

文化の違い等から嫌がらせを受ける

アパート等への入居が困難

結婚問題で周囲が反対

その他

特にない

わからない

平成 14年度 高 知県 [人 梅に日する県民な践観査]
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(2)人 権侵害の事例

ア 人 権侵害に関する相談状況

((財)高知県国際交流協会) (件)

11年度 12年 度 13年 度 14年度

桑力 ・離婚 12 18 12 5

在留資格 3

住   居 1

ス トレス I 1

そ の 他 0

合   計 12 23 12 15

イ 人 権侵害の主な事例

(ア)イ ンターネット

県内の大学の研究室のパソコンから、外国人留学生である相談者のパソコンに

家族を誹議 ・中傷したメールが数回届いた。

(イ)暴 力

a日 本人と結婚した外国人女性が、大の父や母から暴力をふるわれたり、夫の父

から性的ないやがらせを受け、離婚 した。

b外 国人男性が、職場に少し遅刻 したことで、日本人の場合は日頭で注意を受け

る程度で済むのに殴られた。

(ウ)そ の他

a研 修のために来日した外国人が、外国人であることを理由に旅館で宿泊を断ら

れた。

b不 動産業者を通じて大家さんに面会し、アパー トヘの入居をお願いしたが、外

国人であることを理由に断られた。

c外 国人との結婚を両親が猛反対して結婚できなかつた。

(3)人 権尊重への取り組みの事例

ア 国 際理解教育の推進による具文化理解への取り組み

(ア)異 文化理解講座 (主催 :高知県国際交流協会)

県民を対象に、県国際交流員 (英国 ・表州 ,韓国 ・中国)が 講師として、

自国の文化等を紹介し、異文化への理解を深めてもらう。

(イ)国 際理解講座

小中高生を対象に、県国際交流員 (英国 ・豪州 ・韓国 ・中国)が 講師とし

て、自国の文化等を紹介し、異文化への理解を深めてもらう。

(ウ)国 際メッセージ (主催 :高知県国際交流協会)

国際理解や国際交流をテーマに在住外国人等による日本語弁論大会を行

う。
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(工)外 国語指導助手等による授業の実施

外国人の外国活増営助手 (ALT)や 国際交流員 (CIR)に よる授業を行い、

そこでの交流から緒外国の文化に対する理解や人間としての共通性への理解を深

め、ともに協調して生きていく態度の育成を図つていまえ

イ 外 国人児童生徒等への取組

外国人児童生徒等の母国語を理解でき、力つ 教育梅撲等を行うことのできる教

育相議員を学校等に派造し、学習面や生活面での支援を行つています:

(4)相 談窓日

財団法人高知県国際交流協会では、県内に在住する外国人を対象に、高知地方

法務局などの四陳機関の機力を得ながら人権相醸を実施しています。

開催場所 :(財 )高 知県国際交流協会研修室

相技時間…平 日 8:30～ 17:llll

往 所  〒 780t0870 市 知市本町 4-1-37

t 活  088■ 7511022

FAX  O鶴 -8754929

Eメ ーール :kiaCmb inforyoma or jp
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工 参 考 資 料



1 高 知県人権尊重の社会づ くり条例

平成10年3月 30日 条 例第2号

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。世

界人権宣言にうたわれているこの理念は、人類普通の原理であり、日本国憲法においても、法の下

の平等及び基本的人権の保障について定められている。

この理念の下に、すべての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる人権尊

重の社会をつくることは、私たちみんなの願いである。

しかし、現実社会には、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者、HIV感 染者等、

外国人などに対する人権侵害の問題が依然として存在している。

同和問題については、高知県においても行政の責務として長年取 り組んできたが、いまだ完全に

は解決されていない実態がある。

県は、これらの問題の解決に先導的な役割を果たすべきであり、また、私たちは、力を合わせて

あらゆる人権問題の早急な解決を図つていかなければならない。

ここに、私たちは、人権という普遍的な文化の創造を目指し、差別のない、差別が受け入れられ

ない人権尊重の社会づくりを進めていくことを決意して、この条例を制定する。

(目的)

第 1条  こ の条例は、人権尊重の社会づくりについて、県、市町村及び県民 (県内に在住する個人

並びに県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体をいう。以下同じ。)の 責務

を明らかにするとともに、施策の基本的な方針に関し必要な事項を定めることにより、同和問題

をはじめとするあらゆる人権に関する問題への取組を推進し、もつて真に人権が尊重される明る

い社会づくりに寄与することを目的とする。

(県の責務等)

第 2条  県 は、前条の目的を達成するため、人権が尊重される社会の環境づくりを図るとともに、

人権意識の高場を目的とする教育及び啓発に関する施策 (以下 「人権施策」という。)を 総合的

に推進するものとする。

2 知 事は、人権意識の高揚を図るため、県内における人権に関する実態について定期的に公表す

るものとする。

3 知 事は、人権侵害に当たる行為をしたものに対して、必要な指導及び助言をすることができる。

(市町村の責務)

第 3条  市 町村は、自らの行政分野で人権尊重に配慮し、人権意識の高揚に努めるとともに、県が

実施する施策に協力するものとする。
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(県民の力務)

第 4条  県 民は、互いに人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることを呂段 し

て人権意機の向上に努めるとともに、県又は市町村が実施する滝策に協力するものとする。

(人権始策の基本方針)

第 5条  知 事は、同和問題をはじめとするあらゆる人権に関する問題の解決に向けて、すべての県

民が自主的に取り組むよう意機の高場を図るとともに、市町村及び県民の取担を一層促進させる

ため、人権施策の基本方針を定めるものとする。

(高知県人権尊重の社会づくり鶴議会)

第 6条  人 権施策の推進に関し、必要に応じて重要事項を研査悔強させるため、高知県人権尊重の

社会づくり協隆会 (以下 「協議会Jと いう。)を 置く。

2 知 事は、前条の人権滝策の基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ協磯会の意見を聴くも

のとする。

3 協 議会は、人権尊重の社会づくりに38する事項に関し、知事に意見を述べることができる。

(委任)

第 7条  こ の条例に定めるもののほか、機銭会の組織及び運営に関する事項その他この条例の始行

に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成10年4月1日から施行する。
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2 高 知県人権施策基本方針

(平成 12年 3月策定)

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。世界人

権宣言にうたわれているこの理念は、人類普遍の原理であり、日本国憲法においても、法の下の平等及

び基本的人権の保障について定められている。

この理念の下に、すべての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる人権尊重の

社会をつくることは、私たちみんなの願いである。

しかし、現実社会には、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者、HlV感 染者等、外国

人などに対する人権侵害の問題が依然として存在している。県は、これらの問題の解決に先導的な役割

を果たすべきであり、また、私たちは、力を合わせてあらゆる人権問題の早急な解決を図つていかなけ

ればならない。

県では、人権が尊重される明るい社会を目指し、平成 10年 4月 に施行した 「高知県人権尊重の社会

づくり条例」において、人権尊重の社会づくりを進めていくために県、市町村、県民の責務を明らかに

した。また、同年 7月 に策定した 「人権教育のための国連 10年 」高知県行動計画では、人権教育 ・啓

発に関する県の取り組みや企業 ・県民に期待する取り組みを具体的に示した。

ここに、同和問題をはじめとするあらゆる人権に関する問題の解決に向けて、すべての県民が自主的

に取り組むよう意識の高場を図るとともに、市町村及び県民の取り組みを一層促進させるために、同条

例第5粂 に基づき、人権教育 ・啓発に関する施策の基本方針を定めるものである。

<推 進方針>

今後の人権施策の推進については、さまざまな人権の中から、県民に関わりが深く、身近な人権問題

として、「高知県人権尊重の社会づくり条例」及び 「「人権教育のための国連 10年 」高知県行動計画」

で例示してある同和問題、女性、子ども、高齢者、障害者、HIV感 染者等、外国人に関わる人権問題

について共通する施策の方向性を示すとともに、それぞれの問題の現状と課題を明ら力寸こし、推進方針

を定めるものとする。

1 共 通事項

(1)人 権教育 ・啓発の推進

「人権教育のための国連 10年 」高知県行動計画に基づき人権教育 ・啓発を推進する。

ア就学前教育、学校教育、社会教育などのあらゆる場において、同和問題をはじめとするさまざ

まな人権問題について正しい認識と理解を深め、人権意識の高揚を図るための人権教育を推進

する。

イ県民一人ひとりが人権問題についての関心と正しい認識を深め、人権尊重の社会づくりに向け

て自主的に行動していけるよう、人権に関する講演会や研修会の開催、マスメディアの活用に

よる広報、実践につなげることのできる啓発パンフレットの作成、配布など、さまざまな機会

を通じた啓発活動を推進する。

ウ企業内研修の充実のため、体制の整備を支援する。

工人権に関する家庭での学習を促進するため、人権に関する学習機会の提供や学習情報等の提供

を行う。
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オ県職員や市町村職員はもとより、教育職員、警察職員、消防職員、福祉関係職員、医療関係職

員など人権に関わりの深い職業に従事する職員に対する人権教育を充実する。

(2)相 談 ・指導体制の充実

ア県民が人権侵害を受けたとき、その内容等について相談ができる体制の充実や、適切な指導 ・

助言ができる人材の育成に努める。

イ人権尊重の社会づくりに取り組む市町村、関係機関、NPOな どに対する指導 ・助言 ・支援を

行 うとともに、県民の自発的な取り組みを支援する。

(3)調 査 ・研究の推進

県民の人権意識や人権侵害の実態などを把握 ・公表し、これまでの人権教育 ・啓発活動の実施

状況や効果等について点検を行い、効果的な人権施策の研究 開 発を行う。

(4)推 進体制

ア高知県人権尊重の社会づくり協議会などの意見を踏まえ、高知県人権施策推進委員会を中心に、

人権施策を総合的に推進する。

イ人権教育 ・啓発を行う県の関係機関等の取り組みを充実 強 化する。

ウ市町村やその他の公的機関、企業、関係団体との緊密な連携を図る。

2 個 別事項

(身近な課題ごとの推進方針)

(1)同 和問題

ア 現 状と課題

これまでの同和対策事業の実施により、対象地域の生活環境などは相当整備されてきた。一方、

児童生徒の学力 ・進路に関わる問題や不安定な就労の実態、また同和問題に対する誤つた知識や

偏見による差別意識の存在など多くの課題が残されている。

イ 推 進方針

同和問題は人権問題の重要な柱であるとの認識のもと、その解決に向けた取り組みを推進し、

差別のない社会の実現を図る。

171「同和問題の解決は行政の責務であり、県民一人ひとりの課題である。」という認識の醸成

(イ)我が国の歴史における支配 ・被支配の関係やその起源等について、科学的に解明された教材を

使用するなど、同和問題への正しい認識を深める教育 ・啓発の推進

(2)女 性

ア 現 状と課題

法律や制度面からの整備は若実に進んでいるが、固定的な性別役割分担意識や雇用の場におけ

る格差、女性に対する暴力など、いまだに広く女性に対する直接、間接の差別が存在 している。

こうした差別の解消をはじめ、政策や方針決定の場など、あらゆる場における女性参加、参画

を一層促進する必要がある。
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イ 推 進方針

女性に対するさまざまな差別を解消することにより、女性の人権が男性と対等、平等に尊重さ

れ保障される社会の実現を図る。

0両 性の専厳 ・平等を目指す教育 ・啓発の推進

0女 性への差別の解消に向けた普及 ・啓発

・雇用の場における実質的な男女平等

・家庭生活や地域社会への男女共同参加

・政策、方針決定への参画

。女性に対するあらゆる暴力の根絶

・メディアにおける女性の人権の尊重

(3)子 ども

ア 現 状と課題

少子化や核家族化の進行、受験競争の激化などにより生活のゆとりの喪失や家庭 地 域での子

ども同士のふれあいの機会が減少するなど、子どもと家庭を取り巻く環境は大きく変化している。

こうした中、非行、いじめ、児由言待などの問題が深刻化し、その早急な解決が求められている。

イ 推 進方針

子どもが一人の人間として尊重され、偏見や差別によつて人権の侵害を受けることのない社会

の実現を図る。

1/)値性や人権を尊重した教育の推進

(イ)子どもの人権にBgする社会的関心の喚起、意識啓発

0家 庭における規子の対話やあれあい、地域社会における生活体験や自然体験の機会の充実

(4)高 齢者

ア 現 状と課題

高齢化先行県である本県においても、高齢者が自立し安心して暮らすために、就労機会の確保

や保健福祉サービスの充実などの環境づくりが大きな繰題となつている。

また、介議する家族の負担や、痴呆性高齢者らが受ける人権侵害なども高齢者を取り拳く社会

の大きな問題である。

イ 推 進方針

高齢者が社会の一員として、人権が尊重され、健康で生きがいをもつて生活していける社会の

実現を図る。

0高 齢者に対する理解の促進

・加齢に伴う心身機能の低下に対する理解

・財産管理や権利援護などの福祉サービスの周知

くイ)高齢者の社会参加の促進

。世代を越えた交流やふれあいの機会の充実

・雇用や社会参加の充実
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(5)障 害者

ア 現 状と課題

障害のある人が地域の一員として活動し、自立した生活を送ろうとするとき、物理的な障壁 (道

路、建物、パスの段差など)や 制度的な障墜 (各種の資格制度、就職試験などでの差別)な どが

問題となる。

中でも、大きな問題は、障害に対する理解が十分でない人達の心ない言葉や行動によって障害

のある人やその家族が、人間としての率厳を傷つけられることであり、社会全体が障害について

正しく理解することが必要である。

イ 推 進方針

障害のある人もない人も、地域でともに生活できる社会の実現を図る。

0障 害や障害のある人に対する理解の促進

・障害のある人との交流やふれあいの機会の充実
。財産管理や権利擁護などの周知

0障 害のある人の社会参加の支援

・「ひとにやさしいまちづくり」の推進

・雇用の促進や働きやすい環境の整備

(6)HIV感 染者等

ア 現 状と課題

エイズ、結核、ハンセン病、陽管出血性大腸菌O-157な どの感染症にかかった患者 ・感染苦

が誤つた認識や塩見などにより差別を受ける場合がある。

感染症についての正しい情報の提供と啓発活動などにより、患者 ,感染者の権利を守るための

取り組みを進める必要がある。

イ 推 進方針

さまざまな感染症にかかった忠者 ・感染者が差別を受けることなく、安心して治療を受け、地

域でともに生活できる社会の実現を図る。

17jエィズ等についての正しい情報の提供

0感 染予防対策を通じた啓発活動の実施

(7)外 国人

ア 現 状と課題

国際化の進展とともに、外国人に対する偏見や差別などの人権問題が頚在化している。
一般的には、欧米諸国に比ベアジアの人たちを軽視する傾向があり、歴史的 `地理的に関係が

深いアジアの近隣諸国についての理解や認識を深める必要がある。

イ 推 進方針

外国人にとっても暮らしやすい、差別や偏見のない地域社会の実現を図る。

t71外国人や外国の文化との交流、国際理解の促進

(イ)アジアの近隣諸国について理解を深めるための知識の普及
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3 人 権に関する相談等窓ロー覧表

人権分野 相 談 内 容 機 関  名 電話番号

人権 全般 人権全般に関すること 高知地方法務局人権擁護課 )88-822-3503

高知県企画振興部人権課 )88-823-9805

高知県教育委員会人権教育課 〕88-821-4931

人権全般、研修や学習、図書 ・

視聴党教材の貸し出し

(財)高 知県人権啓発センター 〕88'821-4681

人権問題に関する視聴党教財

の貸し出し

高知県視聴党ライプラリー 〕88-833-5780

同和 問題 同和問題に関すること 人権全般相談機関で対応

女   性 女性への暴力に関す ること

や、女性の保護更生 ・自立更

生に関すること

高知県女性相談所

(配偶者暴力相談支援センター)

988-822-5520

女性のさまざまな悩みや、日

常生活の中で直面する問題、

不安や心配ごと

こうち女性総合センター 「ソーレ」 988-873-9555

職場におけるセクシュアル ・

′ヽラスメントなどについて

高知労働局雇用均等室 )88-885-6041

子 ど  も いじめや不登校、学校生活全

般、問題行動などに関するこ

と

電知県心の教育センター )88-833-2922

子どもの養育、いじめ、虐待、

不登校や非行、障害に関する

こと

中央児童相談所 088-866-6791

幡多児童相談所 0880-37-3159

育児の悩みやしつけ、虐待な

どに関する相談

子どもと家庭の 110番 〕88-866-9999

高 齢 者 葛齢者や家族が抱える福社 ・

保険 ・医療などの心配ごとに

つV て`

シルバー110番 )88-875'0110

住宅介護などに関すること 告市町村在宅介護文接センター

高齢者 障 害者高齢者や障害者が地域生活を

送れるよう福祉サービスの利

用援助などについて

高知県社会福祉協議会 )88-844-4600
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障 害 者 障害者やその家族が抱える人

権や財産などに関すること

障害者 110番 088-371-1212

精神障害者やその家族が抱え

る精神障害に関する医療及U

社会復帰などについて

特神保億福祉センター 088-823-0600

高知県健康福祉部健康対策操

(精神保健福祉担当)

088-823-9669

県内各保健所

HIV感 染者等エイズ、ハンセン病、その他

感染症に関すること

高知県健康福祉部健康対策操

(感染症担当)

D88-823-9677

県内各保健所

エイズに関すること エイズ予防財団 9120-177-812

隣持召話からは

〕3-3592-1183

HIVと 人権 ・情報センター 089-998-6973

外 国  人 外国人の生活相談など (財)高 知県国際交流協会 988-875H3022
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4 県 内の人権に関する条例施行状況及び行動計画等策定状況

(平成 15年 10月 31日 現在)

市町村名

条 例 行 動 計 画 な ど

名 称 施行日 名 称 策定日

室戸市 室戸市人権尊重の社会づくり条例 H10 9 1
「人権教育のための国連 10年」室戸市

行動計画
H14 11

安芸市 交芸市人権尊重の社会づくり粂例 Hll 12 2,

須崎市 須崎市人権尊重の社会づくり条例 H10 12 2t
須崎市人権尊重の社会づくり人権施策

総合計画
Hll 12

宿毛市 店毛市人権尊重の社会づくり条例 Hl1 4 1

「人権教育のための国連 10年」宿毛市

行動計画
H12 3

土佐済水市
上佐清水市人権を尊重する社会づく

り条例
H10 10 2

「人権を尊重する社会づくり」土佐清水

高行動計画
H12 9

赤岡町
赤岡町部落差別撤廃。人権擁譲に関す

る条例
H8 7 1

土佐山口町
土佐山日町人権のまちづくり審議会

条例
H14 4 1

「人権教育のための国連 10年 J土 佐庄

日町行動計画
H13331

剖 |1村
吉川村部落差別散廃 人権擁護に関す

る条例
19 1 1 吉川村行動計画 H14 4 1

春野町 春野町人権尊重の社会づくり条例 H10 4 1

中土佐町
中土佐町部落差別鮫廃・人権擁護に撰

する条例
H8 9 26 中土佐町人権総合計画 H123

大正町 太正町人権尊重の町づくり条例 H13 3 30

十和村 十和村人権擁蔽推進に関する条例 H9 6 16 人権擁護推進に関する十和村行動計画 H13 3 20

= 原村 =原 村人権尊重の村づくり条例 H15 7 3

計 13市町村 8市町村
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